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6
月
定
例
会

条
例
改
正

■	

税
条
例
の
一
部
改
正

　

地
方
税
法
等
の
一
部
改
正
に
よ

り
法
人
市
民
税（
法
人
税
割
）、
軽

自
動
車
税
の
税
率
を
改
正
す
る
も

の
で
す
。

○
法
人
市
民
税
の
引
き
下
げ
の
影

響
は

質
　
問　

法
人
市
民
税
の
引
き

下
げ
の
影
響
は
。
減
収
分
は
交
付

税
で
見
て
も
ら
え
る
の
か
。

答
　
弁　

平
成
27
年
度
は
約

１
千
300
万
円
、
28
年
度
は
約

２
千
800
万
円
の
減
収
と
試
算
し
て

い
る
。
国
は
地
方
公
共
団
体
の
行

革
等
の
努
力
に
対
し
て
交
付
税

を
考
え
て
い
く
方
針
の
よ
う
だ

が
、
具
体
的
に
は
把
握
で
き
て
い

な
い
。

○
軽
自
動
車
税
引
き
上
げ
の
影

響
は

質
　
問　

軽
自
動
車
税
引
き
上

げ
に
よ
る
増
収
は
。
市
の
軽
自
動

車
等
の
登
録
台
数
は
。

答
　
弁　

改
正
で
27
年
度
は
、

約
500
万
円
、
重
課
税
適
用
で
約

２
千
100
万
円
の
増
収
と
試
算
し
て

い
る
。
26
年
度
の
登
録
台
数
は
、

軽
自
動
車
１
万
７
千
873
台
、
小
型

特
殊
自
動
車
619
台
、
２
輪
722
台
、

原
付
２
千
786
台
。

■	

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の

一
部
改
正

　

地
方
税
法
等
の
一
部
改
正
に
よ

り
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税

額
、
介
護
納
付
金
課
税
額
の
限
度

額
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

質
　
問　

軽
減
措
置
を
受
け
て

い
る
世
帯
の
割
合
は
。

答
　
弁　

国
民
健
康
保
険
の

加
入
世
帯
は
９
千
972
世
帯
。
そ

の
内
、
７
割
軽
減
１
千
862
世
帯
、

５
割
軽
減
943
世
帯
、
２
割
軽
減

１
千
45
世
帯
で
全
体
の
38.8
％
が
軽

減
の
対
象
。

■	

非
常
勤
消
防
団
員
に
係
る

退
職
報
償
金
の
支
給
に
関

す
る
条
例
の
一
部
改
正

　

消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
等

責
任
共
済
等
に
関
す
る
法
律
施
行

令
の
改
正
に
よ
り
退
職
報
奨
金
の

額
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

質
　
問　

消
防
団
員
の
確
保
の

状
況
は
。

答
　
弁　

定
数
385
人
に
対
し
、

現
在
375
人
で
、
10
名
不
足
し
て

い
る
。

■	

火
災
予
防
条
例
の
一
部
改
正

　

消
防
法
施
行
令
の
改
正
に
よ
り

屋
外
催
し
に
係
る
防
火
管
理
等
規

定
の
改
正
を
す
る
も
の
で
す
。

質
　
問　

対
象
と
な
る
市
内
の

催
し
は
。
ま
た
、
地
域
の
盆
踊
り

な
ど
も
対
象
と
な
る
の
か
。

答
　
弁　

今
回
の
改
正
は
、
大

き
く
二
つ
の
内
容
と
な
っ
て
い

税制改正による主な軽自動車の税率変更 （年額）

① 平成27年
　３月31日以前

② 平成27年
　4月１日以降 ③ 13年超

軽自動車 【４輪 660cc以下】

乗用自家用 7,200円 10,800円 12,900円

乗用営業用 5,500円 6,900円 8,200円

貨物用自家用 4,000円 5,000円 6,000円

貨物用営業用 3,000円 3,800円 4,500円

　① 平成27年3月31日以前に取得及び新車新規登録された車	 	 	 	
　② 平成27年4月1日以降に新車新規登録される車	 	 	 	
　③ 平成28年4月1日以降新車新規登録から１３年を超える車	 	 	 	

平成27年4月1日から

原動機付自転車 【２輪 50cc以下】 2,000円




